
 企業会計の手法で見る    

 町では、町民のみなさんに分かりやすい財政状況を

お知らせするため民間企業会計の手法を取り入れた

財務書類を作成しました。 

 一般会計にくわえ、特別会計・水道事業会計・下水

道事業会計を含めた坂祝町全体ベースでの連結財務

４表となっています。 

 全体財務４表（全体貸借対照表・全体行政コスト計

算書・全体純資産変動計算書・全体資金収支計算書）

からは町全体の資産・債務に関する情報や資金の流れ

を知ることができます。 

全体資金収支計算書 
（令和６年４月 1 日～令和７年３月 31 日） 

1 年間の行政活動（収入と支出）による資金の動きにつ

いて３つの区分に分類した表です。 

どのような行政活動に資金を使ったが分かります。 

前年度末資金残高 １２.３億円 

① 業務活動収支 
投資・財務活動以外の活動収支 

４.３億円 

② 投資活動収支 
公共施設の整備などにかかる収支 

△３.１億円 

③ 財務活動収支 
町債の元金償還、借入額の収支 

△１.３億円 

本年度資金収支額 △０.１億円 

本年度末資金残高 １２.２億円 

 

町民一人当たりの貸借対照表 
資産の部  負債の部 

①有形固定資産   
（住宅・土地などの固定資産） 
②無形固定資産 
③投資等     
（定期預金、株式） 
④流動資産    
（現金、普通預金） 

１７２.４万円  
 

３.４万円  
２３.６万円  

    
３８.１万円 

①将来支払う借金残高等 
 (住宅ローン残高、年金積立) 

７９.４万円  

純資産の部 

①純資産 
（住宅や土地の購入に対して 
 今まで支払ってきた金額） 

１５８.１万円  

資産合計 ２３７.６万円  負債及び純資産合計 ２３７.６万円  

※町民一人当たりの数値については、令和７年 3 月 31 日現在人口 8,237 人で計算しています。 

全体財務４表から分かる財政状況 
●現在までの世代の負担比率＝９１．７％    〔 純資産÷有形固定資産 〕 

有形固定資産のうち、純資産による整備割合を示す値で、現在までの世代がどれだけ負担したかが分かります。 

●有形固定資産減価償却率＝７０．８％（前年－０．８％） 〔減価償却累計額÷土地等を除く有形固定資産の取得額〕 

この値が大きくなることは資産の老朽化が進んでいることを意味します。 

 問い合わせ先  企画課 ６６－２４１１（ダイヤルイン） 26-7111（代表） 

※財務４表・分析などの詳細も、町ホームページにて公表しています。 

※公共下水道事業・農業集落排水事業について、令和元年度から下水道事業会計として「全体財務書類」に含まれています。 

全体貸借対照表 
（令和７年３月 31 日現在） 

住民サービスを提供するために保有する道路、橋、学校などの資産と、その資産をどのような財源（負債・純資産）

を使って整備してきたかを対照的な一覧表にして表したものです。 

 

全体行政コスト計算書 
（令和６年４月 1 日～令和７年３月 31 日） 

1 年間の行政活動のうち、資産の形成に結びつかな

い行政サービスを提供するための経費が経常費用（Ａ）

です。施設の使用料等の受益者負担金などを経常収益

（Ｂ）といい、経常費用から経常収益を差し引いたもの

が純経常行政コストです。 

① 人にかかるコスト 
  職員給与費、退職手当引当金繰

入額、賞与引当金繰入額など 

27.8 億円 

② 物にかかるコスト 
  物件費、維持補修費、減価償却費

など 

18.1 億円 

③ 移転支出的なコスト 
  社会保障給付、補助金等など 

29.0 億円 

④ その他のコスト 
  支払利息、徴収不能引当金 
  繰入額など 

0.９億円 

経常費用合計（A） 56.8 億円 

経常収益 （B） 4.3 億円 

臨時損失・臨時利益（C） 0.１億円 

純行政コスト（A）-（B）+（C） 52.６億円 

 

全体純資産変動計算書 
（令和６年４月 1 日～令和７年３月 31 日） 

貸借対照表における純資産が、1 年間にどのよう

に変動したかを表したものです。純資産は、これま

での世代が負担してきた資産であり、1 年間でどれ

だけ増えたか、減ったかが分かります。 

前年度末純資産残高 1３２.０億円 

純行政コスト △５２.６億円 

財源 ５０.７億円 

  税収等   ３３.４億円 

  国県等補助金 １７.３億円 

その他 0.１億円 

本年度末純資産残高 １３０.２億円 

 

資産         ＝     負債＋純資産   

総額１９５.７億円         総額１９５.７億円 

有形固定資産１４２.０億円 

無形固定資産  ２.８億円 

＝ 

負 債 ６５.４億円 

純資産 130.2 億円 

投資等  １９.４億円 

流動資産  ３１.４億円 

(うち現預金 １２.２億円） 

 

現金や財政調整基
金など 

株式や関係団体へ
の出資金、長期延
滞債権など 

施設（庁舎、学校
など）や道路、橋
などの有形固定資
産 

道路や学校などを
建設するために借
り入れた町債や退
職手当引当金など 
※交付税で全額補
てんされる臨時財
政対策債も含まれ
ます 

資産を形成するた
めに使った国や県
からの支出と町税
などの一般財源な
ど 

将来世代のこどもたちへの負担は少ないです。施設の老朽化はだんだん進んでいます。 

純資産は前年度から減額しました。調
達した財源よりも行政コストが多額だ
ったことが主な要因です。 

1 年間で資金が０.１億円減額しました。 

業務活動収支の黒字部分を公共施設整備などに充てています。 


